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過去に海外で非常用炉心冷却系のストレーナ（※１）に保温材等の異物が付着し閉塞事象が発生し

ことや、国内の原子力発電所の圧力抑制プール内において異物が確認されたこと等を踏まえ、平成 

６年６月２５日、経済産業省原子力安全・保安院より電気事業法第 106 条第 1 項に基づき指示文書

非常用炉心冷却系統ストレーナ閉塞事象に関する報告徴収について」が出されました。 

本指示文書以降、当社は順次、原子炉格納容器内で使用されている保温材（※２）等の実態調査及

非常用炉心冷却系統ストレーナの有効性評価を行ってきました。浜岡原子力発電所１号機及び５号

の調査及び評価の結果については、平成１７年４月２２日、国へ報告しております。 

（平成１７年４月２２日お知らせ済み） 

 

本日、浜岡原子力発電所２号機、３号機及び４号機の調査及び評価の結果がまとまり、国に報告書

提出しましたのでお知らせいたします。 

 

報告の概要】 

○原子炉格納容器内の保温材調査の結果は、以下のとおりです。 

 
繊維質 
保温材 

ケイ酸カルシウム 
保温材 

金属反射型 
保温材 

ウレタン 

２号機 
３３．４１ｍ３ 
（３６．５％） 

１９．８１ｍ３ 
（２１．７％） 

３３．９８ｍ３ 
（３７．１％） 

４．２９ｍ３ 
（４．７％） 

３号機 
６０．７６ｍ３ 
（４１．４％） 

３２．３５ｍ３ 
（２２．１％） 

３９．１２ｍ３ 
（２６．７％） 

１４．４１ｍ３ 
（９．８％） 

４号機 
１２５．５２ｍ３ 
（８４．５％） 

１８．２８ｍ３ 
（１２．３％） 

１．００ｍ３ 
（０．７％） 

３．６８ｍ３ 
（２．５％） 

 
                       表の括弧内は、各号機の保温材全体量に対する割合を示す。 

○上記データを用いて、米国の評価手法（※３）に基づき、ストレーナの有効性評価を行いました。 

○この結果、ストレーナが閉塞する可能性は否定することができない結果となりました。 

○このため、以下の対策を計画又は実施しております。なお、３号機及び４号機についてすでに実施

している運用面の対策は、平成１７年４月２２日付け原子力安全・保安院からの指示文書「非常用

炉心冷却系統ストレーナ閉塞事象に係る暫定対策の実施について」にて実施を指示された暫定

対策に対応したものです。 

 

＜２号機について＞ 

２号機については、１号機と同様に、平成２０年３月まで定期点検で停止中であることから、この

定期点検期間中に保温材の材質変更（繊維質製→金属製など）やストレーナの大容量化など設

備上の対策を行います。 

 

http://www.chuden.co.jp/torikumi/atom/hamaoka/detail/161/data/topics170422.pdf
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＜３号機及び４号機について＞ 

３号機及び４号機については、５号機と同様に、仮にストレーナの閉塞事象が発生した場合にも

非常用炉心冷却系の機能を確保するための適切な対応を確実に取れるよう、すでに以下の運用

面の対策を実施しております。 

・ストレーナ閉塞の徴候を監視強化するため、非常用炉心冷却系ポンプの入口圧力監視設備を

設置し、中央制御室で監視 

・ストレーナ閉塞の徴候を確認した場合、圧力抑制プールから復水貯蔵タンクに水源を切り替え

る等の運転操作手順書の改訂 

・ストレーナ閉塞事例の運転員等への教育とシミュレータ等による運転操作訓練の定期的な実施 

・原子炉格納容器内清掃の定期的な実施 

 

こうした対策を行うことで、仮にストレーナの閉塞事象が発生した場合にも、非常用炉心冷却系

の機能は確保されますが、運転員の負担軽減のため、５号機と同様に、３号機及び４号機につい

ても今後の定期点検の機会に合わせ、保温材の材質変更（繊維質製→金属製など）やストレーナ

の大容量化など設備上の対策を計画的に実施していきます。 

 

 

※１ ストレーナは、非常用炉心冷却系ポンプがゴミ等を吸い込み、 

ポンプを破損させないように、圧力抑制プール内のポンプ吸い 

込み口に設置してある金属製の網のことです。 

※２ 保温材は、配管表面からの放熱を防ぐため、配管の外側に

取り付けられます。（写真参照） 

※３ 米国の評価手法とは、米国規制指針 R.G.1.82Rev.3（原子炉冷却材喪失後の長期再循環冷

却に対する圧力抑制プールの適性を評価するため等のガイドライン）をいいます。 

 

 以 上 

配管 
保温材 
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以上 

 

① 原子炉格納容器内の保温材状況（材質・
量・位置）を調査 

⑤ 圧力損失を考慮しても、非常用炉心冷却
系ポンプの運転に必要な水圧を確保で
きるかを評価（ストレーナの有効性を評
価） 

④ 移行した保温材がストレーナ表面に全
量付着するものとして圧力損失を評価
（実際には、保温材の一部は圧力抑制プ
ールの底に沈むので、ストレーナに全量
は付着しない） 

約 60cm 

約 90cm 

ストレーナ（例） 

（参考）ストレーナの有効性評価手順（Ｂ（参考）ストレーナの有効性評価手順（Ｂ（参考）ストレーナの有効性評価手順（Ｂ（参考）ストレーナの有効性評価手順（ＢＷＲの例）ＷＲの例）ＷＲの例）ＷＲの例）  

③ 破損した保温材が圧力抑制プールに移
行する量を厳しめに算出（実際にはグレ
ーチング等の障害物があり、保温材が圧
力抑制プールへ移行する量は低減され
る） 

② 原子炉格納容器内で配管破断（原子炉冷
却材喪失）時に、破断口周囲の保温材が、
破断口から流出した冷却材により破損
すると仮定。保温材破損の範囲は、破断
した配管から冷却水が噴出し、その反作
用で配管が振れ回るものとして算出（実
際には配管に支持構造物がついている
部分があり、振れ回りは抑制される） 


